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                                 平成 28年７月 29日 

 

電気通信サービスの事故発生状況（平成27年度） 
 

 

総務省は、電気通信事業法の規定に基づき、電気通信事業者から一定規模以上の電気通信事故に

ついて報告を求めています。 

この度、平成27年度に発生した電気通信事故の状況を取りまとめましたので公表します。 

 

１ 報告の概要 

平成27年度に発生し、電気通信事業法（昭和59年法律第86号）の規定に基づき報告された事

故の報告事業者数及び報告件数は以下のとおり。（括弧内の数値は、平成26年度のもの。） 

 

平成27年度に報告された電気通信事故 
 

 報告事業者数 報告件数 

重大な事故注１ ８社 
（４社） 

８件 
（６件） 

四半期ごとの報告を要する事故注２ 

 
詳細な様式による報告注３ 126社 

（105社） 
6,188件 

（7,030件） 

簡易な様式による報告注４ 36社 
（31社） 

54,022件 
（47,744件） 

  

 

重大な事故発生件数の年度ごとの推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 注５ 平成20年度の報告から、電気通信役務の提供を停止した場合に加え、品質が低下した場合も事故とした。 

注１ ・ 電気通信役務の提供を停止又は品質を低下させた事故で、次の基準に該当するもの 

一 緊急通報を取り扱う音声伝送役務： 

継続時間１時間以上かつ影響利用者数３万以上のもの 

二 緊急通報を取り扱わない音声伝送役務： 

継続時間２時間以上かつ影響利用者数３万以上のもの又は継続時間１時間以上か

つ影響利用者数１０万以上のもの 

三 利用者から電気通信役務の提供の対価としての料金の支払を受けないインターネッ

ト関連サービス（音声伝送役務を除く）： 

継続時間２４時間以上かつ影響利用者数１０万以上のもの又は継続時間１２時間以

上かつ影響利用者数１００万以上もの 

四 一から三までに掲げる電気通信役務以外の電気通信役務： 

継続時間２時間以上かつ影響利用者数３万以上のもの又は継続時間１時間以上か

つ影響利用者数１００万以上 

・ 衛星、海底ケーブルその他これに準ずる重要な電気通信設備の故障の場合は、その設

備を利用する全ての通信の疎通が２時間以上不能であるもの 

注２ 電気通信役務の提供を停止又は品質を低下させた事故で、影響利用者数３万以上又は継続

時間２時間以上のもの 

注３ 重大な事故を含む。 

注４ ①無線基地局、②局設置遠隔収容装置又はき線点遠隔収容装置及び③デジタル加入者回線 

アクセス多重化装置の故障による事故については、簡易な様式による報告が認められている。 

（件） 

下半期分 

上半期分 

注５ 注６ 

注６ 平成27年度の報告から、電気通信役務の区分に応じ、重大な事故に該当する基準を定めた。 
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２ 重大な事故 
 

・総件数は、前年度から２件増加し８件となった。 

・サービス別では、インターネット上のアプリケーションによる通話・電子メール等の上位

レイヤーの事故が６件（No.1,2,5～8）発生し、平成27年度の事故の75%を占めた。 

・今年度から重大事故の報告基準について、「サービス一律の基準」（継続時間２時間以上

かつ影響利用者数３万人以上）から「サービス区分別の基準」に見直しが行われたことで、

従来の基準では該当しなかった事故が２件（No.1,8）対象となった。 
 

重大な事故の一覧（詳細は別紙参照） 
  

No 事業者名 
発生 

日時 
継続時間 

影響 

利用者数 

主な障害 

内容 

重大な事故に該

当する電気通信

役務の区分 

発生要因 

１ LINE ㈱ 
H27.4.2 

 5:30 
1h8m 

最大 

約5,200万 

無料音声通話サービスの発着信及び

LINE メッセージサービスの送受信不

可 

二：緊急通報を取

り扱わない音声伝

送役務 

人為要因 

２ 
ケーブルテレ

ビ ㈱ 

H27.7.3 

6:34 
8h23m 

①約3.6万 

②343 

③28 

①電子メールサービスの送受信不可 

②インターネット接続サービスの利用

不可 

③ホスティングサービスの利用不可 

四：一から三まで

に掲げる電気通信

役務以外の電気

通信役務 

設備要因 

３ KDDI ㈱ 

①② 

H27.7.12 

18:26 

③ 

H27.7.12 

18:58 

①21h29m 

②21d21h34m 

③1h48m 

①②最大 

約796 万 

③最大 

約263 万 

①携帯電話の電子メールサービスの

送受信不可 

②携帯電話の電子メールサービスの

過去のメールの閲覧不可 

③特定携帯電話の電子メールサービ

スの送受信不可 

四：一から三まで

に掲げる電気通信

役務以外の電気

通信役務 

設備要因 

４ 

中部テレコミ

ュニケーショ

ン ㈱ 

H27.7.15 

12:13 

①12m 

②2h17m 
約13.5万 

①緊急通報を取り扱う音声サービス

の発信不可 

②緊急通報を取り扱う音声サービス

の着信不可 

一：緊急通報を取

り扱う音声伝送役

務 

人為要因 

５ ニフティ ㈱ 
H27.8.12 

4:10 
6h43m 約6.1万 

電子メールサービス（Web 経由）等の

送受信不可 

四：一から三まで

に掲げる電気通信

役務以外の電気

通信役務 

設備要因 

６ 

福井ケーブ

ルテレビ ㈱

[1]及びミテ

ネインターネ

ット ㈱[2] 

H27.9.11 

10:26 

[1] 

①2h32m 

②19d17h21m 

③61d8h54m 

[2] 

①2h32m 

②20d11h17m 

③61d8h54m 

[1] 

①約4.2万 

②約0.1万 

③約4.1万 

[2] 

①約6.0万 

②約0.3万 

③約5.7万 

①電子メールサービスの送受信不可 

②電子メールサービスの IMAP利用

者の過去のメールの閲覧不可 

③電子メールサービスのPOP利用者

の過去のメールの閲覧不可 

四：一から三まで

に掲げる電気通信

役務以外の電気

通信役務 

設備要因 

７ ソネット ㈱ 
H27.11.1 

4:32 
3h2m 約46万 

インターネット接続サービス等の利用

不可 

四：一から三まで

に掲げる電気通信

役務以外の電気

通信役務 

設備要因 

８ LINE ㈱ 
H28.3.11 

 17:45 
1h40m 約32.4万 

無料音声通話サービスの発着信及び

LINE メッセージサービスの送受信不

可 

二：緊急通報を取

り扱わない音声伝

送役務 

人為要因 

・ 設備要因 ： 自然故障（機器の動作不良、経年劣化等）、ソフトウェア不具合等の、主に設備的な要因により発生した事故  

・ 人為要因 ： 工事時の作業ミスや、機器の設定誤り等の、主に人為的な要因により発生した事故  

・ 外的要因 ： 他の電気通信事業者の設備障害等による自己の電気通信役務の提供の停止又は品質の低下、道路工事・車両等によるケーブル切断等

の第三者要因、停電、自然災害、火災を原因とする、主に当該電気通信事業者以外の要因により発生した事故  
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移動通信 

1件（13%） 

上位レイヤー 

6件（75%） 

固定通信 

1件（13%） 

その他 

0件（0%） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

           平成 26年度             平成27年度 

  

サービス別の重大な事故の内訳 

移動通信 

1件（17%） 

上位レイヤー

4件（67%） 

その他 

1件（17%） 

固定通信 

0件（0%） 
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３ 事故全体の状況 

平成27年度に報告のあった事故全体の状況（四半期ごとの報告を要する事故（重大な事故を含

み、簡易な様式による報告を除く。））は、以下のとおり。 

 

(1) 影響利用者数及び継続時間 

・総件数は6,188件（前年度比－842件）に減少した。 

・影響利用者数で見た場合、影響利用者数が 500 人未満の小規模な事故件数は、5,762 件（前

年度比で－468件）であり、総件数の約 93％（前年度比＋４ポイント）を占めた。影響利用

者数が３万人以上の事故件数は、78件（前年度比－12件）であり、総件数の約１％（前年度

比±０ポイント）であった。 

・継続時間で見た場合、継続時間が２時間以上の事故件数は、6,129件（前年度比－819件）で

あり、総件数の約99％（前年度比±０ポイント）を占めた。 

 

（影響利用者数） 

 
500人未満 

500人以上 

5千人未満 

5千人以上 

3万人未満 

3万人以上 

10万人未満 

10万人以上

100万人未満 
100万人以上 計 

30分未満 

四半期報告対象外 

22  19 1 
42件  

(0.7%) 

30分以上 

1時間未満 
6  7 0 

13件  

(0.2%) 

1時間以上 

1時間30分未満 

 

1  1  1 
3件  

(0.0%) 

1時間30分以上 

2時間未満 
0  1 0 

1件  

(0.0%) 

2時間以上 

5時間未満 
3,204  177 37 0 5 0 

3,423件  

(55.3%) 

5時間以上 

12時間未満 
1,523  51 19 3 5 0  

1,601件  

(25.9%) 

12時間以上 

24時間未満 
589  20 9 0 1 0 

619件  

(10.0%) 

24時間以上 446 28 7 4 0  1  
486件  

(7.9%) 

計 
5,762 件 276件  72件  36件  39件  3件  6,188件 

（100.0%）  (93.1%) (4.5%) (1.2%) (0.6%) (0.6%) (0.0%) 

注１ 色塗り部分のうち、次の要件に当てはまる場合に、重大な事故に該当。 

     ※１ 緊急通報を取り扱う音声伝送役務：継続時間１時間以上かつ影響利用者数３万以上のもの 

     ※２ 緊急通報を取り扱わない音声伝送役務：継続時間２時間以上かつ影響利用者数３万以上のもの 又は 継続時間１時間以上かつ影響利用

者数１０万以上もの 

     ※３ 利用者から電気通信役務の提供の対価としての料金の支払を受けないインターネット関連サービス（音声伝送役務を除く）：継続時間２

４時間以上かつ影響利用者数１０万以上のもの 又は 継続時間１２時間以上かつ影響利用者数１００万以上もの 

     ※４ １から３までに掲げる電気通信役務以外の電気通信役務：継続時間２時間以上かつ影響利用者数３万以上のもの 又は 継続時間１時間

以上かつ影響利用者数１００万以上 

注２：色塗り部分には、電気通信設備以外の設備の故障による事故等が含まれており、重大な事故の件数と一致しない。 

注３：同一原因の事故であっても、事業者毎にカウントしている。 

  

（継
続
時
間
） 
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(2) サービス別の内訳 

 

・事故が発生したサービスの合計件数（※）に占めるデータ通信サービスの事故件数の割合は

65％（前年度比＋２ポイント）、音声サービスの事故件数の割合は26％（前年度比－１ポ

イント）で､引き続きデータ通信サービスの事故が高い割合を占めた。 

・音声サービスの事故の内訳については、移動通信の事故件数の割合が41％（前年度比－１

ポイント）、固定通信の事故件数の割合が51％（前年度比±０ポイント）であった。 

・データ通信サービスの事故の内訳については、移動通信の事故件数の割合が28％（前年度

比＋４ポイント）で、固定通信の事故件数の割合が58％（前年度比＋９ポイント）であっ

た。 

※ １件の事故で複数のサービスの停止又は品質の低下が発生している場合があるため、停止又は品質の低下が

発生したサービスの合計件数は、事故発生件数より多い11,576件となっている。 

 

① サービス別の事故発生件数の比較 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
・ 音声サービス 

アナログ電話、IP電話、携帯電話、PHS、国際電話 等 
なお、音声サービスのみが停止又は品質が低下した事故は、329件であった。 

・ データ通信サービス 
インターネット接続サ-ビス、アクセスサービス（FTTH、DSL、CATV、携帯電話・PHS、公衆無線LAN等）、電子メールサービス、IP-VPNサ

ービス、広域イーサネットサービス 等 
なお、データ通信サービスのみが停止又は品質が低下した事故は、3,310件であった。 

・ その他 
ISDN、専用役務、MVNO、電報 等 

 

② 音声サービスの事故（3,037件）の内訳 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 ・ その他 

国際電話、FMCサービス 等 

  

固定通信；1,550 件 (51%) 移動通信；1,231 件 (41%) 
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③ データ通信サービスの事故（7,529件）の内訳 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
・ その他 

電子メールサービス、IP-VPNサービス、広域イーサネットサービス 等 

 

(3) 事故発生要因別の内訳 

 

・事故の総件数に占める（※）機器の故障、ソフトウェアの不具合といった「設備要因」による

事故件数の割合は 41％（前年度比±０ポイント）、他の電気通信事業者の事故を要因とす

る等の「外的要因」による事故件数の割合は53％（前年度比－１ポイント）、作業ミス等

の「人為要因」による事故件数の割合は２％（前年度比±０ポイント）であった。 

※ 1件の事故で複数の発生要因がある場合であっても、主たる発生要因のみで集計している（6,188件）。 

  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
・ 設備要因 

自然故障（機器の動作不良、経年劣化等）、ソフトウェア不具合等の、主に設備的な要因により発生した事故  

・ 人為要因 

工事時の作業ミスや、機器の設定誤り等の、主に人為的な要因により発生した事故  

・ 外的要因 

他の電気通信事業者の設備障害等による自己の電気通信役務の提供の停止又は品質の低下、道路工事・車両等によるケーブル切断等

の第三者要因、停電、自然災害、火災を原因とする、主に当該電気通信事業者以外の要因により発生した事故  

・ その他 

異常トラヒックによる輻輳、原因不明等 

       

固定通信；4,339 件 (58%) 移動通信；2,109 件 (28%) 
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(4) 故障設備別の内訳 
 

・故障設備が明確な事故件数（※）に占める伝送路設備の故障による事故件数の割合は46％（前

年度比－10ポイント）、伝送交換設備（サーバ設備を除く）の故障による事故件数の割合

は39％（前年度比＋５ポイント）、サーバ設備の故障による事故件数の割合は10％（前年

度比＋４ポイント）であった。 

・伝送路設備による事故の内訳については、加入者系ケーブルの故障による事故件数の割合

が57％（前年度比－５ポイント）、伝送交換設備（サーバ設備を除く）による事故の内訳

については、加入者収容装置の故障による事故件数の割合が59％（前年度比±０ポイント）

で、昨年に引き続き最大の割合を占め続けている。 

※ 事故の総件数（7,030件）から、発生原因が「他の電気通信事業者の事故による要因」等のため故障設備が不

明な事故（1,617件）を除いた、故障設備が明確な事故件数（5,413件）。なお、「他の電気通信事業者の事故

による要因」による事故であっても、故障設備が明確な事故は含まれている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 伝送交換設備 

加入者収容装置（加入者収容局などに設置する装置で、ユーザへの通信回線を提供するとともに、通信回線を集約し上位の伝送装置へ

出力する機能をもつ装置）、ネットワーク機器、回線交換設備、サーバ、網終端装置、停電による複数設備の障害等 

・ サーバ設備  

認証・呼制御サーバ（加入者認証、サービス認証、呼制御等を行うサーバ等）、アプリケーションサーバ（メールサーバ、Webサーバ、

DNSサーバ等） 

・ 伝送路設備 

加入者系ケーブル、中継系ケーブル、海底ケーブル、中継伝送装置、WDM（波長分割多重）装置、メディアコンバータ、停電による複数設

備の障害等 

 

【参考】 

○ 「電気通信事故に係る電気通信事業法関係法令の適用に関するガイドライン」の改正（平成27年8月26日） 

http://www.soumu.go.jp/menu_news/s-news/01kiban05_02000106.html 

○ 電気通信に関する事故報告制度 

http://www.soumu.go.jp/menu_seisaku/ictseisaku/net_anzen/jiko/index.html 

○ 電気通信事故検証会議 

http://www.soumu.go.jp/main_sosiki/kenkyu/tsuushin_jiko_kenshou/index.html 

  

http://www.soumu.go.jp/menu_seisaku/ictseisaku/net_anzen/jiko/index.html
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連絡先： 
総合通信基盤局電気通信事業部電気通信技術システム課安全・信頼性対策室 
担当：篠原課長補佐、吉田係長、竹渕官 
電話：（代表） 03-5253-5111 （内線）5858 
電話：（直通） 03-5253-5858 
FAX ：03-5253-5863 
メール：system_iken_atmark_soumu.go.jp 
※「_atmark_」を「@」に置きかえて送信してください。 
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N o . １  

事業者名 LINE株式会社 発生日時 平成27年４月２日５時30分 

継続時間 １時間８分 影響利用者数 最大約5,200万 

影響地域 全国 
事業者への問合せ

件数 
109件（平成27年４月２日時点） 

障害内容 
LINE株式会社が提供する無料音声通話サービス及びLINEメッセージサービスが利用できない状

況が発生した。 

重大な事故に該

当する電気通信

役務の区分 

二：緊急通報を取り扱わない音声伝送役務 

※「無料音声通話サービス」の障害が上記に該当。 

発生原因 

・社内ネットワークの設定変更に際し、人為的な作業ミスにより誤った経路情報が登録されたため、

インターネット向け通信が機能しない状態となり、サービスが停止した。 

・データの巻き戻しを実施したが、ネットワーク機器の高負荷状態が続いたため、設定反映が遅延

した。 

機器構成図 

 

再発防止策 

・障害発生時の影響範囲の最小限化のため、ネットワーク情報が伝達する範囲を分割。【H27.5実施

完了】 

・ネットワーク設定の作業手順を確認する社内プロセスを強化。【H27.5実施完了】 

・問題が発生した場合、短時間で自動的に設定が巻き戻るよう設定。【H27.4実施完了】 

情

報

周

知 

自社 

サイト 
・同社HP内の専用フォームによる問合せに対して、個別の対応を実施。 

報道 

発表 
なし。 

 

 

別紙 
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N o . ２  

事業者名 ケーブルテレビ株式会社 発生日時 
平成27年７月３日 

       ６時34分 

継続時間 ８時間23分 影響利用者数 

①約3.6万 

②343 

③28 

影響地域 
①栃木県、群馬県及び茨城県 

②③栃木県及び群馬県 

事業者への問合せ

件数 

447件 

（平成27年７月３日時点） 

障害内容 

ケーブルテレビ株式会社が提供するサービスについて、 

①電子メールサービスの送受信ができない状況が発生した。 

②インターネット接続サービスの利用ができない状況が発生した。 

③ホスティングサービスの利用ができない状況が発生した。 

重大な事故に該

当する電気通信

役務の区分 

四：一から三までに掲げる電気通信役務以外の電気通信役務 

発生原因 

・仮想サーバとストレージ部分を連結するコントローラの現用系が、ストレージコントローラチッ

プのハードウェア不具合により停止した。現用系が停止した場合には自動的に予備系に切り替わ

る設定であったが、予備系のファームウェアのバグにより切替えが行われず停止した。 

・ファームウェアの修正バージョンは、障害発生以前にリリースされていたが、大量に送付される

バグ情報から、同社内の機器に必要な情報を選別することが困難であったため、事前の対応は未

実施であった。 

・事故発生当初は、運用保守ベンダーのみに連絡を行い、機器保守ベンダーへの連絡が遅れたため

障害が長時間化した。 

機器構成図 

 

再発防止策 

・部品交換によるハードウェア不具合の改修。【H27.8 実施完了】 

・ファームウェアの修正バージョンの適用を実施。【H27.8 実施完了】 

・機器保守ベンダーにより迅速に連絡できるよう保守窓口連絡先の明確化及び連絡体制の見直しを

実施。【H27.8 実施完了】 

・ファームウェアのリリース状況について定期的に情報交換を行うため、機器保守ベンダーとの契

約内容をプロアクティブなものへ変更。【H27.8 実施完了】 
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情

報

周

知 

自社 

サイト 

・平成27年７月３日８時39分頃に掲載。以降、回復まで随時更新。 

・利用者へ個別に電子メールを配信し障害情報を周知。 

・同社コミュニティチャンネルのL字放送で周知。 

（障害発生時） 

 
（障害復旧時） 

 

報道発表 なし。 
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N o . ３  

事業者名 KDDI株式会社 発生日時 

①②平成27年７月12日  

          18時26分 

③平成27年７月12日18時58分 

継続時間 

①21時間29分 

②21日21時間34分 

③１時間48分 

影響利用者数 
①②最大約796万 

③最大約263万 

影響地域 全国 
事業者への問合

せ件数 
7,411件(平成27年８月３日時点) 

障害内容 

 KDDI株式会社が提供する携帯電話の電子メールサービスについて、 

①送受信ができない 

②過去のメールの閲覧ができない 

③特定携帯電話において送受信ができない 

状況が発生した。 

重大な事故に該

当する電気通信

役務の区分 

四：一から三までに掲げる電気通信役務以外の電気通信役務 

発生原因 

・同社通信機械室内に設置されている非常用電子メール分配装置のハードウェアの一部が発煙し、

火災警報が発報した後自動的に消火用設備(ハロン)が作動した。消火用設備作動に連動し同室の

空調設備が自動的に全停止し、室温が上昇したため、同室設置の現用系電子メール分配装置及び

電子メールサーバのうち、一部の設備が機能停止した。 

・装置の発煙は、ハードウェアの構成部品の個体不良によるものであった。 

・機能停止した電子メールサーバについても制御装置ハードウェアにシステム不良（電源の再投入

時に制御装置が動作不可となる事象が一定の確率で発生）があったため、再立上げが正常に行わ

れず、事故が長期化した。機器保守ベンダーは、当該不良及びその対処方法に関する情報を把握

していたが、当該不良が事故につながるとの認識が無く、同社に対して情報が提供されなかった。 

機器構成図 
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再発防止策 

・発煙による通信機械室内の室温上昇を防ぐことが可能となるよう火災発生時の消火フローの見直

しを実施。【H27.9 実施完了】 

・火災の早期発見を可能とするため、高感度煙感知器を導入。【H27.9 実施完了】 

・通信機械室内の空調設備が自動停止することを回避するため、保守員による初期消火のフローを

追加。【H27.9 実施完了】 

・発煙を起こした部品を良品と交換するとともに、機器保守ベンダーにて検査方法の見直しを実施。

【H27.9 実施完了】 

・機能が停止した電子メールサーバに内在していたハードウェア不良の改修を、全ての電子メール

サーバを対象に実施。機器保守ベンダーとの情報共有を徹底。【H27.9 実施完了】 

情

報

周

知 

自社 

サイト 

・平成27年７月12日19時10分頃に掲載。以降、回復まで随時更新。 

（障害発生時） 

 

（障害復旧時） 

 

報道発表 なし。 
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N o . ４  

事業者名 
中部テレコミュニ 

ケーション株式会社 
発生日時 

平成27年７月15日 

         12時13分 

継続時間 
①12分 

②２時間17分 
影響利用者数 約13.5万 

影響地域 
愛知県、岐阜県、三重県及び

静岡県 

事業者への問合

せ件数 

76件 

(平成27年７月15日時点) 

障害内容 

 中部テレコミュニケーション株式会社が提供する緊急通報を取り扱う音声サービス（0AB-J IP電

話サービス）について 

①発信ができない 

②着信ができない 

状況が発生した。 

重大な事故に該

当する電気通信

役務の区分 

一：緊急通報を取り扱う音声伝送役務 

発生原因 

・同社の電話設備監視ネットワークへの新中継サーバの取り込み作業の際に、本来であれば新中継

サーバと既存SIPサーバでそれぞれ異なるネットワークを、VLAN（Virtual Local Area Network）

を用いて設定する必要があったが、新中継サーバを既存 SIPサーバと同一ネットワークに接続し

たため、ネットワークループが発生した。このため、一部の既存 SIPサーバが高負荷状態となり

サービスが停止した。 

・監視系 L3 スイッチへのブロードキャスト通信の流量制限が未設定であったため、ネットワーク

ループを抑止することができず、既存 SIPサーバが両系停止に至ったことにより、初期化された

レジスタ情報の再設定が必要となり、着信不可時間が長期化した。 

機器構成図 

 

再発防止策 

・設計時チェックリストを用いたシステム全体設計を実施。【H27.7実施完了】 

・既存SIPサーバが停止となる事象を洗い出し、上記チェックリストに追加。【H27.7実施完了】 

・システム全体から見た構成による技術要件の確認を、部門間の技術要件レビューにより実施。

【H27.7実施完了】 

・ブロードキャスト流量制限を監視系L3スイッチに適用。【H27.7実施完了】 
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情

報

周

知 

自社 

サイト 

平成27年７月15日13時30分頃に掲載。以降、回復まで随時更新。 

（障害発生時） 

 

（障害復旧時） 

 

 

報道発表 平成27年７月15日13時30分頃に報道発表。以降、回復まで随時発表。 
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N o . ５  

事業者名 ニフティ株式会社 発生日時 平成27年８月12日４時10分 

継続時間 ６時間43分 影響利用者数 約6.1万 

影響地域 全国 
事業者への 

問合せ件数 
221件(平成27年８月17日時点) 

障害内容 
 ニフティ株式会社が提供する電子メールサービスについて、Webメールへのアクセス、メール関

連の設定変更等ができない状況が発生した。 

重大な事故に該

当する電気通信

役務の区分 

四：一から三までに掲げる電気通信役務以外の電気通信役務 

発生原因 

・同社のネットワーク設備でモジュール故障が発生した。 

・モジュール故障の可能性を示すログを即座に発見できず、故障箇所の特定に時間を要したため、

長時間化した。 

機器構成図 

 

再発防止策 

・装置固有のハードウェア故障であったことから、当該故障機器の交換を実施。【H27.8 実施完了】 

・ログ監視の対象を拡大するとともに、大量のログ情報から通信に直接影響を与えないログメッセ

ージを除外するスクリプトを導入することにより、被疑箇所の切り分け時間を短縮化。【H27.10 

実施完了】 

情

報

周

知 

自社 

サイト 

・平成27年８月12日４時40分頃に掲載。以降、回復まで随時更新。 

（障害発生時） 
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（障害復旧時） 

 

（@niftyトップページでのお知らせ） 

 

報道発表 なし。 
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N o . ６  

事業者名 

［1］福井ケーブル 

   テレビ株式会社 

［2］ミテネインター 

   ネット株式会社 

発生日時 
平成27年９月11日 

       10時26分 

継続時間 

[1] 

①２時間32分 

②19日17時間21分 

③61日８時間54分 

[2] 

①２時間32分 

②20日11時間17分※3 

③61日８時間54分 

影響 

利用者数 

［1］ 

①約4.2万 

②約0.1万 

③約4.1万 

［2］※4 

①約6.0万 

②約0.3万 

③約5.7万 

影響地域 主に福井県 
事業者への問合せ

件数 

［1］216件 

(平成27年10月５日時点) 

［2］63件 

(平成27年10月５日時点) 

障害内容 

福井ケーブルテレビ株式会社及びミテネインターネット株式会社が提供する電子メールサービ

スについて、 

①送受信ができない 

②IMAP利用者の過去のメールが閲覧できない 

③POP利用者の過去のメールが閲覧できない 

状況が発生した。 

重大な事故に該

当する電気通信

役務の区分 

四：一から三までに掲げる電気通信役務以外の電気通信役務 

発生原因 

・同２社では、メールの管理情報（以下「indexデータ」という。）をメール本体とは別のサーバ（以

下「メールボックスサーバ」という。）に保存し、定期的にバックアップを行っており、メールボ

ックスサーバのディスク容量監視は行っていたもののバックアップ処理時に一時的に発生する容

量増加の挙動を把握しておらず、当該挙動に起因して発生する容量増加分については監視できて

いなかった。このため、バックアップ処理時にメールボックスサーバのディスク容量を超過して

しまい、index データが破損し当該データを参照・更新できなくなり、電子メールの送受信等が

できない状況が発生した。 

・index データのバックアップが破損したことにより、過去のメールを閲覧できるようになるまで

時間を要し、長時間化した。 
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機器構成図 

 

 

 

再発防止策 

・メールボックスサーバのディスク容量の増設。【H27.9 実施完了】 

・indexデータのバックアップ処理時に一時的に発生する容量増加分を含めたディスク容量の監視。

【H27.11 実施完了】 

・indexデータのバックアップデータを、30分間隔で過去二世代分（約1時間前まで）メールボッ

クスサーバとは別のサーバへ保存。【H27.11 実施完了】 

・再発防止策としてディスク容量を増設したメールボックスサーバと同等以上の性能を有するサー

バを予備機として導入。【H27.10 実施完了】 

・indexデータの保存場所を、分散ストレージへ移行。【H28中に実施予定】 
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情

報

周

知 

自社 

サイト 

[1] 平成27年９月11日11時10分頃に掲載。以降、回復まで随時更新。 

（障害発生時） 

 

（障害復旧時） 

 

[2] 平成27年９月11日10時55分頃に掲載。以降、回復まで随時更新。 

（障害発生時） 
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（障害復旧時） 

 

 

報道発表 なし。 

※1:福井ケーブルテレビ株式会社は、ミテネインターネット株式会社から電子メールサービスの提供を受け、当該サービスの再販を行っている 

※2:ミテネインターネット株式会社は、外部の事業者から電子メールサービスの提供を受け、当該サービスを自社の利用者へ提供する他、複数の電気通信

事業者（福井ケーブルテレビ株式会社を含む）へ提供している 

※3:福井ケーブルテレビ株式会社以外のIMAP利用者の過去のメールが閲覧できない時間 

※4:ミテネインターネット株式会社の電子メールサービスを再販する複数の電気通信事業者（福井ケーブルテレビ株式会社を含む）で影響のあった利用者

数を含む 
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N o . ７  

事業者名 ソネット株式会社 発生日時 平成27年11月１日 ４時32分 

継続時間 ３時間２分 影響利用者数 約46万 

影響地域 全国 
事業者への問合

せ件数 

512件 

(平成27年11月７日時点) 

障害内容 
 ソネット株式会社が提供するインターネット接続サービス、電子メールサービス等が利用できな

い状況が発生した。 

重大な事故に該

当する電気通信

役務の区分 

四：一から三までに掲げる電気通信役務以外の電気通信役務 

発生原因 

・同社ネットワーク網の経路情報を集約し最新情報を各ルータへ周知する役割を持つルートリフレ

クタを異なるメーカの製品により冗長化していた。このルートリフレクタの１台が、当該機器メ

ーカが提供する専用 OS のバグにより、停止したことに加え、ルートリフレクタに経路情報を失

ったトラヒックの処理を行わせていたため、もう１台のルートリフレクタに負荷が集中し、サー

ビスが停止した。 

機器構成図 

 

再発防止策 

・OSのバージョンアップによるバグの解消。【H27.1 実施完了】 

・負荷が集中したルートリフレクタを、より処理能力が高い機器へ交換。【H28.3 実施完了】 

・経路情報を失ったトラヒックの処理を、ルートリフレクタから他の設備に変更。【H27.11 実施完

了】 
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情

報

周

知 

自社 

サイト 

・平成27年11月１日７時37分頃に掲載。以降、回復まで随時更新。 

（障害復旧時） 

 

報道発表 なし。 
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N o . ８  

事業者名 LINE株式会社 発生日時 
平成28年3月11日 

         17時45分 

継続時間 １時間40分 影響利用者数 約32.4万 

影響地域 全国 
事業者への問合せ

件数 

8,011件 

（平成28年４月７日時点） 

障害内容 
LINE株式会社が提供する無料音声通話サービス及びLINEメッセージサービスが利用できない状

況が発生した。 

重大な事故に該

当する電気通信

役務の区分 

二：緊急通報を取り扱わない音声伝送役務 

※「無料音声通話サービス」の障害が上記に該当。 

発生原因 

・利用中の全ての LINE アプリが、想定外の大量の更新通知を受信したことにより、一斉に認証サ

ーバに問合せが発生したため、認証サーバが高負荷となり停止した。本影響により、LINEメッセ

ージ機能及び各サブシステムとの中継機能を担うサーバ（以下「トークサーバ」という。）が停

止し、VoIPサーバ等も利用不可となったため、サービスが停止した。 

・LINEアプリは、更新通知を受信すると一定の時間内で分散して更新サーバからデータをダウンロ

ードする挙動となっているが、長期間 LINE アプリを利用していない等で、大量の更新通知があ

る場合には、自身のLINEアカウントの最新情報を認証サーバから即時に取得する挙動（以下「全

体更新」という。）となる。今回は、同社のサービスの一つである「着せかえショップ」のシス

テム内のテーマ情報の更新を行う際に、更新通知を１作業１件で行うべきところ、１作業内の詳

細項目毎に更新通知を行ったため、想定以上の大量の更新通知が発生した。 

機器構成図 

 

再発防止策 

・LINEアプリが全体更新を行う際にランダムに待ち時間を設定。【H28.3 実施完了】 

・1日あたりの更新通知の上限値を設定。【H28.3 実施完了】 

・高負荷に耐えられるよう認証サーバの処理能力の向上。【H28.4実施完了】 

・処理能力を超えた時には早くエラーを出すこと（サーキットブレーカー機能）でサーバのリソー

スの枯渇を防止。【H28.4実施完了】 

・担当者が誤って大量の更新通知を送信することを防止するため、大量の更新通知の登録が行えな

いように更新通知送信プログラムを修正。【H28.3 実施完了】 

・着せかえショップを含め、更新通知システムと連動するサーバシステムの担当者に対して、本件
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事故のレポートを共有し、更新通知システムの仕様や動作フローの理解と注意喚起を実施。【H28.3 

実施完了】 

情

報

周

知 

自社 

サイト 

・平成28年3月11日22時11分頃に掲載。 
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報道発表 なし。 

 


